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 監 査 公 表       
 

静岡市監査公表第１号 

 地方自治法第252条の38第６項の規定により、監査結果に基づき措置を講じた旨の通知が

あったので、これを公表する。 

  平成18年５月31日 

静岡市監査委員 亀 山 博 史      

同       大 畑 武 重      

同       井 上 恒 弥      

同       岩ヶ谷 至 彦      

記 

指 摘 事 項 等 

 平成18年３月20日（包括外部監査）

措 置 の 状 況 

 平成18年４月18日～５月12日 報告 

１．市民生活部市民生活課  

 ア．単独随意契約について 

 （ア）現状 

  静岡地域証明書交付及び手数料

収納業務はＣ社へ単独随意契約と

して委託している。 

  単独随意契約とした理由として

「当該業者は、戸籍住民課の業務に

精通し、個人情報の保護についても

プライバシーマークを平成17年３

月末に認定される予定であり体制

も整っている。また、県内における

公金の取り扱いも多く、本市での実

績も良好である。」としている。Ｃ

社は静岡市立病院の公金の取り扱

いや医事業務も受託しており、本市

での実績も十分にある。 

［市民環境局 市民生活部 市民生

活課］ 

  当該業務については、平成18年７

月から業務実施可能な業者（本市の

基準で定める業者数を選定）で見積

合わせを実施し、委託先を決定する

こととしました。 

  なお、 

 ① ４月から６月までは、委託に係

る業務の繁忙期に当たり、この時

期に委託先を変更すると窓口業

務に支障を来たす 

 ② 新年度予算議決（３月下旬）後

に５日以上の見積期間を経て見

積執行を行い、４月１日に委託契

約を締結、同日付で業務を実施 
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 （イ）結論 

  しかし、静岡市における他の総合

病院においては医事業務等の委託

はＣ社以外の業者へも委託してい

るところがあり、公金の取り扱いも

十分に可能であると考えられる。そ

のことから、Ｃ社へ単独随意契約を

行う理由としては十分ではないと

思われる。確かに、見積合わせや入

札を毎年行うことは委託業者に

とっては委託業務におけるノウハ

ウの蓄積ができないという欠点は

ある。しかしながら、競争性の原理

を最初から排除した例外的な契約

方法である単独随意契約とするの

ではなく、数年に１度程度は見積合

わせを行う意味は十分にあると考

える。 

  する場合、業務実施までの準備期

間が短いことから現在受託して

いる業者が有利となり、適正な競

争が働かない可能性がある 

 ことから、７月から翌年３月までの

契約を見積執行により行い、４月か

ら６月までを前年度に委託した業

者と単独随意契約することとしま

した。 

  

 イ．積算金額の統一 

 （ア）現状 

  行政文書の配付業務は、現在静岡

地域と清水地域とに分けて見積随

意契約により業者を選定して委託

を行っている。静岡地域と清水地域

の積算資料を比較してみると相違

がみうけられた。 

  配送の人件費は、積算金額の10

円未満の端数処理の違いによるも

のである。車両費用は民間のレンタ

カー料金を参考に算出したもので

あるが、レンタカー会社により料金

の差異が生じてしまったものであ

る。 

 （イ）結論 

  静岡地域と清水地域との積算金

額の統一が至急望まれる。また、他

のレンタカー会社のデータも定期

的に取り入れて検討することに

よって積算金額の精度は高まるこ

ととなろう。 

［市民環境局 市民生活部 市民生

活課］ 

  当該業務は、平成18年度から各区

ごと業務委託を行うこととなり、委

託金額の積算基礎となる数値は、市

民生活課が静岡県作成のデータや

複数の民間の料金等を参考に作成

したため、各区の積算が統一されま

した。 

  また、積算基礎は毎年の予算要求

時に見直しを行い、常にその精度を

高めることとしました。 
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 ウ．住民異動届引継票の確認につい

て 

 （ア）現状 

  住民異動データ等入力処理業務

は外部へ委託している。日々の日報

として「住民異動届引継票」を作成

し、業務委託入力件数を報告するこ

ととしている。当該引継票で報告を

受け、課長、統括主幹、副主幹及び

主査は当該報告を確認し、引継票に

押印することとされている。平成17

年３月の「住民異動届引継票」を閲

覧した結果、平成17年３月25日の

「住民異動届引継票」において、課

長、統括主幹、副主幹及び主査の押

印がなされていなかった。 

 （イ）結論 

  本来市が行う業務を外部に委託

したものであり、委託の業務成果の

報告を受けたらその内容を確認し

押印をすることは、委託契約どおり

に業務がなされたことを確かめた

ことを示すものであり、重要な意味

をもつものと言える。「住民異動届

引継票」への責任者の押印を漏れな

く行う必要がある。 

［市民環境局 市民生活部 市民生

活課］ 

  「住民異動届引継票」を簿冊に保

存する際に、供覧が完了したかどう

か確認するよう担当者に周知徹底

しました。 

  

３．健康文化部スポーツ振興課  

 ア．契約書に規定されていない委託

業務の再委託が行われている 

 （ア）現状 

  「静岡市ふれあい健康増進館管理

運営業務委託」を除く「公の施設に

係る管理運営委託」の業務委託契約

書には再委託に関し、「乙（受託者）

は、第三者に対し委託業務の全部若

しくは一部の実施を委託し、または

請け負わせてはならない。」（第７条

第２項）と記載されているだけであ

り、再委託を認める規定は設けられ

ていない。 

  しかし上記の委託業務の受託者

である（財）静岡市振興公社は、設

［市民局 文化スポーツ部 スポー

ツ振興課］ 

  平成17年度の契約書では、委託契

約の標準書式に従い、再委託を認め

る規定を設けました。 
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 備保守等に係る専門家がいないこ

となどを理由に、設備保守業務、施

設管理業務及び芝生維持管理業務

等の業務を民間の業者に再委託し

ている。 

 （イ）結論 

  そのため上記の委託業務では契

約書に規定されていない再委託が

行われていることになり、静岡市と

してもこれを看過していたことに

なる。委託業務に係る全ての事項は

業務委託契約書に基づいて進めら

れ、業務委託契約書は業務を委託す

るに当たり最も重要な書類である

と言えることから、その契約書を遵

守せずに手続を実施することは

あってはならないことであり、早急

に是正が求められる。 

  （財）静岡市振興公社が再委託を

せずに業務を受託することは体制

面から考えて現実的に困難である

ことが予想されることから、この状

態を解消するためには実態を契約

書の記載内容に合わせるのではな

く、契約書の記載内容を実態に即し

たものに修正する必要があると考

える。具体的には、再委託を行う場

合の契約書の標準書式が静岡市の

委託事務に係るマニュアルに定め

られているため、これに従い契約書

を変更する必要がある。 

  なお平成16年度の契約書に再委

託を認める規定が設けられていな

かった原因としては、契約書の記載

内容を静岡地域と清水地域で統一

する過程で再委託を認める規定が

抜けてしまったと考えられるとの

ことであり、平成15年度以前の契約

書には再委託を認める規定が設け

られていた。また平成17年度の契約

書では、標準書式に従い再委託を認

める規定が設けられており、契約書

に基づいて委託業務の再委託が行
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 われている。  

  

 イ．契約書に従った再委託に係る管

理がされていない 

 （ア）現状 

  「静岡市ふれあい健康増進館管理

運営業務委託」は他の「公の施設に

係る管理運営委託」とは異なり、業

務委託契約書に再委託を認める規

定が設けられている。 

  契約書の規定によれば、受託者が

再委託を行う場合には、静岡市の条

例や規則等を準用して契約事務を

執行するとともに（第２項）、静岡

市は再委託に係る契約書の写しを

入手しなければならない（第３項）。

また、その契約書には静岡市に当該

再委託業務に関する指示権、検査権

がある旨を付記しなければならな

いとされている（第４項）。 

  しかしながら、実際には再委託に

係る契約事務が静岡市の条例や規

則等を準用したものとなっている

かの確認を行っておらず、また再委

託に係る契約書の写しも入手して

いないため、静岡市に指示権、検査

権がある旨が付記されているかを

確認することが出来ない。 

 （イ）結論 

  したがって静岡市ふれあい健康

増進館管理運営業務委託契約書第

11条に関し、第２項・第３項を遵守

しておらず、また第４項を遵守して

いないおそれのあることがわかる。

そのため、「ア．契約書に規定され

ていない委託業務の再委託が行わ

れている」と同様に契約書を遵守せ

ずに手続を実施していると言え、早

急に是正が求められる。 

  また、静岡市と（財）静岡市振興

公社の間で契約価格を決定するに

あたっては、再委託に係る業務につ

いても事前に必要な業務であるか

［市民局 文化スポーツ部 スポー

ツ振興課］ 

  平成17年度においては、再委託に

係る契約書の写しを提出させ、再委

託の業務内容等適正に執行してい

ることを確認しました。 

  また、当初契約書の中に市に当該

再委託業務に関する指示権、検査権

がある旨を再委託契約書に付記さ

れていなかったため、変更契約によ

りその条項を付記させました。 
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 の検討を行い、再委託される業務の

内容に応じた金額を契約価格に織

り込んでいる。しかし、上述したと

おり静岡市では再委託に係る契約

書の写しを入手していないため、あ

らかじめ決められた業務内容で再

委託先と契約書を締結したかを確

認することが出来ず、契約の際に求

めた業務の水準を満たしていない

おそれがある。 

  したがって、再委託に係る契約を

把握していないということは契約

書を遵守していないということだ

けに留まらず、契約事務の基本原則

（透明性の確保・公正な競争の促

進・適正な履行の確保・不正行為の

排除の徹底）が遵守されていないこ

とに他ならない。このことはイ．で

述べた再委託が原則として認めら

れない理由と同様であり、原則とし

て再委託が認められないからこそ、

例外的に再委託を認める場合には

契約事務の基本原則に照らして適

正に再委託業務が履行されている

ことを確認する必要がある。そのた

めア．のように契約書の記載内容を

実態に即したものに修正するので

はなく、実態を契約書の記載内容に

合わせなければならない。 

  上記のような状況は「静岡市ふれ

あい健康増進館管理運営業務委託」

だけにとどまらず、他の「公の施設

に係る管理運営委託」にも当てはま

る。ア．で述べたとおり、他の「公

の施設に係る管理運営委託」は平成

17年度の契約書では再委託を認め

る規定を設けているものの、この規

定に基づいて手続きを実施してお

らず、再委託に係る手続の実施状況

は「静岡市ふれあい健康増進館管理

運営業務委託」と同じである。 

  これらの体育施設等の管理運営

業務委託は、委託料に占める再委託
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 の割合が高く、再委託業務の管理が

非常に重要であると言える。この点

から考えても、受託者である（財）

静岡市振興公社と再委託先との契

約事務が適切に執行されているか

を検証し、契約事務の基本原則が遵

守されていることを確認する必要

がある。 

 

  

４．経済部地域産業課駿府匠宿  

 ア．積算の誤りについて 

 （ア）現状 

  平成16年度における駿府匠宿の

管理運営業務委託料の積算過程に

おいて、人件費の積算に誤りが発見

された。詳細は以下のとおりであ

る。 

  駿府匠宿のスタッフ（正社員分）

の給与等を積算するに当たり、年度

の途中で新たに赴任する予定とさ

れていた施設担当職員の給与等が

算定されていたにもかかわらず、当

該金額が合計額から漏れていた。こ

れによる影響額は2,523千円であ

る。誤りが生じた原因は、地域産業

課では、人件費の積算をパソコンの

表計算によって行っていたが、当該

施設担当職員の給与等の欄を合計

額に加算していなかったという単

純なミスによるものであった。 

 （イ）結論 

  結果だけみると、当該誤りによっ

て積算金額の合計が下がることと

なり、経費削減につながったともい

えなくはない。また、年度末におけ

る精算時点においては不用額が返

還されていることからも最終的な

影響としてはそれほど大きなもの

ではなかったといえる。けれども、

計算を誤っていたという事実に変

わりはなく、仮に他で同種のミスが

生じた場合には、次回は積算金額合

計が上がる結果につながらないと

［経済局 商工部 地域産業課］ 

  今後、このようなミスをなくすた

め、積算作業担当者においては、細

心の注意を払い全項目について検

算を行うことはもちろんのこと、決

裁の過程で複数の者による確認作

業を徹底していきます。 
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 は言い切れないであろう。 

  このような単純なミスは、積算の

過程において確認計算さえしてい

れば防げたはずである。今後、積算

を行う際には、細心の注意を払い、

必ず全項目について検算を行う等

の措置を取っていただきたい。 

 

  

５．経済部清水港振興課  

 ア．契約書に規定されていない委託

業務の再委託がおこなわれてい

る 

 （ア）現状 

  港湾会館清水日の出センター管

理運営業務委託の受託者である清

水港振興会では14件の業務につい

て再委託を行っている。 

 （イ）結論 

  港湾会館清水日の出センター管

理運営業務委託では、多くの再委託

が行われているが、清水港振興会と

の契約書には再委託について、特に

規定は定められていない。地方公共

団体の契約は、契約の相手方として

特定の者を公正に選定した上で、契

約の履行確保を図るものであるた

め、再委託等により、その相手方以

外の者に契約を履行させることは、

適正な履行の確保の観点から認め

ることはできないとする静岡市の

立場からすると、契約書上で再委託

に関する何らかの規定を設けるこ

とが必要である。 

  契約書を実態に即したものに修

正するとともに今後、再委託を行う

場合は、契約書の標準書式が静岡市

の委託事務に係るマニュアルに定

められているので、これに従い契約

書を作成してもらいたい。 

［経済局 商工部 清水港振興課］ 

  港湾会館清水日の出センターに

かかる管理運営については、平成18

年度より従来の管理委託制度から、

指定管理制度への変更に伴い、再委

託を認める条項を作成した協定書

に改めました。 
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６．経済部中央卸売市場  

 ア．清掃業務の委託について 

 （ア）現状 

  管理・関連棟等の日常清掃及び定

期清掃を委託している。定期清掃に

ついては、事前に「清掃作業計画書」

で各月において定期清掃を行う場

所を決めて実施している。毎月、清

掃作業完了報告書に清掃業務日誌

を添付しているが、「清掃作業計画

書」においては平成16年10月には、

４階（議場・議員控室・特別室・会

議室・研修室・湯沸室）を定期清掃

すべきところが、清掃作業日誌にお

いては４階の定期清掃は10月に実

施されていなかった。 

  委託業者に確認をしたところ、10

月の定期清掃を実施したが、その旨

を清掃作業日誌に記載もれであっ

たことが判明した。 

 （イ）結論 

  本来市の行う業務を第三者へ委

託したのであり、当該委託業務が契

約どおりに履行されているかを市

が確かめる必要がある。委託業者に

清掃作業日誌に実施した作業内容

を網羅的に記載することを徹底す

ることが必要である。さらに、委託

業務が契約どおりに実施されてい

るかを確認するため、市としては清

掃作業日誌の記載内容を定期的に

確認することが不可欠である。 

［経済局 商工部 中央卸売市場］ 

  本件業務受託業者に対し業務報

告書の記載方法の指導を行うと共

に、受託業者から業務報告書が提出

されるごとに記載事項と業務の履

行確認を行い、記載もれが発生しな

いよう努めてまいります。 

  

 イ．単独随意契約について 

 （ア）現状 

  汚水処理施設の運転管理業務は

単独随意契約としているが、単独随

意契約とした理由として「市場の開

市日に当市場の汚水処理場に常駐

することが委託条件となっており、

他に常駐対応できる業者がないた

め」としている。 

［経済局 商工部 中央卸売市場］ 

  本件業務につきましては、再度業

務内容を精査し、併せて仕様書等の

見直しを行い、複数業者による見積

執行を実施する方向で業者を選考

したところ、条件を満たす業者は数

者となりましたが、生鮮食料等を安

全かつ衛生的に扱うという市場の

持つ機能の確保を考慮した場合、実 
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 （イ）結論 

  しかしながら、単独随意契約とす

る場合は、当該相手先しかできない

理由を明確に記載することとなっ

ているが、その理由では十分ではな

いと思われる。汚水処理施設の運転

管理については、静岡市の下水道事

業においては民間に委託している

ところもある。なお、現在委託内容

の常駐勤務について再検討中であ

り、業者選定についても来年度以降

は単独随意契約にならない予定と

のことである。 

  安易に競争原理を排除した例外

的な契約方法である単独随意契約

とするのではなく、業者選定にあ

たっては十分に検討する必要があ

る。 

 質的に対応可能な業者は、現受託業

者１者と判断しました。このため18

年度は、単独随意契約をすることと

なりましたが、業者の選定につきま

しては、今後も単独随意契約にこだ

わることなく競争原理が働くよう

引き続き研究してまいりたいと考

えております。 

  

９．都市計画部公園緑地課  

 ア．随意契約等の業者選定方法につ

いて 

 （ア）清水地域における樹木、緑地

等の管理委託業務（３業務）

  ａ．現状 

  平成16年度における清水地域の

樹木、緑地等の管理委託業務の業者

選定については、次のような問題点

が挙げられる。 

  ① 市のルールとしては、積算金

額が500万円を超える契約の場

合、見積参加業者数を７者程度

としているが、清水地域におけ

る樹木、緑地等の管理委託業務

については、見積参加業者はい

ずれも２組合であり、市のルー

ルを大幅に下回っている。 

  ② 静岡地域において実施され

ている、業者を各等級に格付し

た「格付表」の作成や「格付表」

を基礎とした造園工事発注基

準内規の利用による業者の選

定は行われていない。 

［都市局 都市計画部 公園緑地課］ 

  指摘のあった管理委託業務にお

ける見積参加業者の選定方法につ

いては、平成17年度から市の内規に

基づき、設計金額による業者数（100

万円～500万円まで５者程度、500

万円以上７者程度）を選定するよう

にしました。 
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  ｂ．結論 

  見積参加業者については、静岡地

域において行われているように「格

付表」を作成し、造園工事発注基準

内規を利用した業者選定を行うべ

きであると考える。業者数について

は、市のルールに従って選定すべき

ことはいうまでもない。 

 

  

10．建設部道路建設課  

 ア．収入印紙への割印漏れについて

 （ア）現状 

  印紙税法上、請負に関する契約書

には印紙税が課せられる旨が定め

られており（印紙税法第二条、別表

一）、それぞれの委託契約書には収

入印紙が貼付されることになる。

「丸子常盤団地３号線外15測量設

計業務委託」の契約書には、他の委

託契約と同様に収入印紙が貼付さ

れているものの、その収入印紙への

割印がなされていなかった。 

  印紙税法及び印紙税法施行令に

は、契約書には収入印紙を貼付する

とともに、押印または署名により消

印（契約書と印紙にかけて割印）し

なければならないと定められてい

る。 

 （イ）結論 

  そのため、当該契約書は印紙税法

及び印紙税法施行令を遵守してい

ないことになる。 

  なお、貼付されていた収入印紙の

金額は印紙税法に基づく金額であ

り、金額に関して問題はなかった。

［建設局 道路部 道路計画課］ 

  平成18年３月９日に開催した道

路部の業者選定部会において、部会

長より、今後、契約書の作成にあ

たっては、貼付された収入印紙につ

いて、割印の確認を徹底するよう指

導を行いました。 

  

11．水道部簡易水道課  

 ア．給水用メーター取替え業務委託

について 

 （ア）現状 

  給水用メーターは８年に一度取

り替えを行うことが計量法により

義務づけられている。給水メーター

［企業局 水道部 簡易水道課］ 

  給水用メーター取替業務委託の

遂行にあたり、取付メーターの電算

入力の際には、複数の職員による

チェックを行い入力ミスを防ぐよ

う改善しました。また、取替業務委 
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 取替えにおいてメーターの規格ご

とに１件当たりの取り替え単価の

積算を行なっている。給水用メー

ターの規格の明細は、給水台帳に基

づき把握しているが、実際に取り替

え業務を行ったところ給水用メー

ターの規格と異なったものが判明

した。簡易水道の給水用メーターの

台帳が正確に記載されていなかっ

たのが原因である。給水用メーター

の台帳は現物と一致していなけれ

ば台帳に基づいて算定した契約は

適正とは言いがたくなる。 

  坂の上地域の給水用メーター取

替えの積算金額は実際535円過少と

なっていた。委託の契約金額は予定

価格よりも少なく設定されており、

このことにより契約の変更はなさ

れていない。今後、給水用メーター

の取替を行っていくに当たり、台帳

と実際の給水用メーターの規格が

大きく異なることがあれば当然に

委託契約の変更が必要となってく

る。原因は給水用メーターの台帳が

正しく記入されなかったことであ

るが、給水用メーターの定期的な取

替えに応じて実態と異なれば修正

することとなる。 

 （イ）結論 

  給水用メーターの帳簿と現物が

不一致とならないように入力の際

には、特に留意されたい。 

 託実施中に、受託者より現物のメー

ターの規格について、使用者台帳上

の規格と異なる旨の連絡があった

場合は、現物のメーターに合わせた

単価での変更契約を受託業者との

間で締結いたします。 

  

12．教育委員会学校給食課  

 ア．単独随意契約について 

 （ア）現状 

  市街地・藁科学校給食センター合

併汚水処理施設管理運転業務につ

いては、単独随意契約としている

が、単独随意契約の理由として、市

は、地方自治法施行令167条の２第

１項第２号に該当し、具体的理由と

して、「特に営業区域の定めのない

［教育委員会事務局 学校給食課］ 

  当該業務の実施に当たっては、主

要業務である合併汚水処理施設の

汚泥除去に際し、大型バキュームを

所有する業者が実施したほうがよ

り効率的であること、また他の民間

業者は、当該設備を所有していない

ことを認識していましたが、これら

が、単独随意契約理由に記載されて 
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 業務である合併処理施設の保守管

理であるので、本市が全額出資して

いる財団法人静岡市清掃公社と単

独随意契約したい」を挙げている。

 （イ）結論 

  しかし、業務の内容等について関

連資料等で調査した限りでは、その

業務が市内の民間業者でも十分対

応可能な業務であり、当該業者でな

ければできない特殊な業務ではな

いことが理解できた。上記の内容が

単独随意契約の理由として十分で

あるかを再考することが必要であ

ろう。市は、単独随意契約の採用に

あたっては、今後次のような点に留

意すべきであると考える。 

 ○ 単独随意契約の採用は極めて

限定されているという現行の

制度を十分認識し、現在行われ

ている単独随意契約について、

その採用の理由の適否を再度

検討する。 

 ○ 単独随意契約の採用にあたっ

て確たる理由が無い場合には、

入札又は見積合せの採用を検

討すべきである。 

 おりませんでした。平成18年度につ

いては、業務内容を精査し、上記単

独随意契約理由を明記いたしまし

た。今後、単独随意契約の採用には

慎重を期し、現行の制度を理解した

うえで適否を十分検討するものと

いたします。 

  

 イ．委託料の積算の間違い 

  市街地学校給食センターボイ

ラー運転管理業務について業務委

託料の積算資料等を閲覧した結果、

積算の間違いが判明した。直接業務

費を構成する「保菌検査」の費用に

ついて、本来96,000円で計上すべき

ところ、その４倍である384,000円

で計上されていた。委託料の積算は

予定価格の基礎となるものであり、

正確に行う必要がある。 

［教育委員会事務局 学校給食課］ 

  平成18年度における積算資料に

ついては、必ず複数職員にて確認す

るとともに、積算様式を確認しやす

い様式に変えるなどして正確な積

算資料となるように改めました。 

  

13．教育委員会中央公民館  

 ア．単独随意契約について 

 （ア）現状 

  空調設備保守点検業務において、

［教育委員会事務局 中央公民館］ 

  平成17年度の委託契約執行から

静岡地域と同様の見積随意契約に 
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 静岡地域の公民館では見積随意契

約により業者を選定している。一

方、清水地域の公民館においては単

独随意契約において業者を選定し

ている。単独随意契約とする理由に

ついてはその業者しか業務ができ

ないという特殊性、専門性を要する

ものである。静岡地域においては見

積合わせができるのに、清水地域で

はその業者しか依頼できないとい

うのは合理性に欠けるものと言わ

ざるをえない。 

 （イ）結論 

  これは、平成15年４月に旧静岡市

と旧清水市が合併して新静岡市が

誕生したが、平成15年度は、静岡地

区公民館は中央公民館が、清水地区

公民館は生涯学習課が所管し、平成

16年度になり両地区公民館を合せ

て中央公民館が一括所管した。な

お、清水地域においては、平成17

年度より見積合わせにより業者選

定を行うことに改められた。 

  単独随意契約は競争性の原理を

最初から排除した例外的な業者選

定方法である。見積合わせ等により

事務処理のコストは増加するので

あろうが、見積合わせを実施するこ

とによりコスト削減効果も大きく

期待できるものとなろう。 

 よる業者選定を実施しています。 

  

14．企業局水道部（簡易水道課をのぞ

く） 

 

 ア．消防設備点検業務委託について

 （ア）現状 

  清水谷津浄水場においては、消防

用設備の点検を委託している。静岡

市の契約においては、消防用設備の

点検は原則として競争入札により

業者を選定することとなっている。

ただし、当該委託契約は50万円以下

の少額のため単独随意契約で業者

を選定している。 

［企業局 水道部 水道施設課］ 

  平成17年度の消防用設備等点検

報告書及び各種点検票においては、

記載漏れ、押印漏れの無いよう十分

に点検を行い、所轄の消防署に提出

しました。また、今後報告書等にお

ける必要な記載事項については、も

れなく記載するよう担当者に周知

徹底しました。 
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  一定の用途・規模以上の建築物に

設けられている消防用設備の状態

は定期的に消防整備士、消防設備点

検資格者等の有資格者の検査を行

い、報告しなければならない（消防

法第17条、17条の３の３）。６ヶ月

に１回以上の「外観・機能点検」を

要し、１年に１回以上の「総合点検」

を行わなければならない。そして、

その点検結果を所轄の消防署へ報

告しなければならない。 

  平成16年度の消防用設備等点検

報告書を閲覧した結果、消防用設備

等点検結果総括表及び防火管理者

の記載と押印がなかった。さらに、

消火器具点検票、自動火災報知設備

点検票及び配線点検票に防火管理

者と立会者の記載と押印がなかっ

た。 

 （イ）結論 

  氏名の記載と押印は消防用設備

の点検にあたってその責任を明確

にするのに重要な意味をもつ。消防

用設備の点検という委託契約が適

切に履行されているかを明確にし、

消防用設備の点検が適切に行われ

ているかを確かめたことを示すた

め、当該報告書の氏名の記載と押印

を徹底されたい。 

 

  

 イ．清水谷津浄水場の運転管理業務

委託について 

 （ア）現状 

  清水谷津浄水場の運転管理業務

はＱ社へ単独随意契約として委託

している。委託先においては、「常

に取水、ろ過、送水、配水、水質等

を把握して円滑な管理業務を遂行

する。」と委託特記仕様書に記載し

ており、水質管理日誌に日々の点検

業務を記載することとなっている。

  平成16年度の水質管理日誌を閲

覧したところ、ＰＨの値が未記入の

［企業局 水道部 水道施設課］ 

  機器の故障等によりＰＨ値が計

測できない場合においても、その理

由を日誌に記載するよう指導を徹

底しました。 
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 箇所がいくつか見受けられた。担当

者へ質問したところ落雷により信

号変換機が故障したために、処理水

とろ過水のＰＨの値については修

理が完了するまで、計測できない期

間があったことが判明した。浄水

のＰＨの値は日々計測されていた

ために飲料水として問題はないと

のことである。 

 （イ）結論 

  水質管理日誌に物理的な原因で

計測ができなかった理由を明確に

記載しておく必要がある。静岡市が

「常に取水、ろ過、送水、配水、水

質等を把握して円滑な管理業務を

遂行する。」ことのために委託をし、

その結果を水質管理日誌で報告を

受けているのであり、委託契約は適

切に履行されているかを確認する

ために重要な意味をもつものと言

える。 

 

  

 ウ．収入印紙の割印漏れについて 

 （ア）現状 

  水質路上局保守点検業務につい

ては委託している。当該委託契約書

においては法定の収入印紙は添付

されているが、割印は押されていな

かった。 

 （イ）結論 

  課税文書の作成者は、印紙を消す

場合には、自己又は代理人、使用人

その他の従業員の印章又は署名で

消さなければならない（印紙税法施

行令第５条）。「10．建設部道路計画

課、指摘事項 ア．収入印紙の割印

漏れについて」と同様に法令違反で

あるため、今後収入印紙の割印は徹

底する必要がある。 

［企業局 水道部 水道施設課］ 

  すみやかに措置するとともに、今

後はもれなく収入印紙の割印を行

なうよう周知徹底しました。 

  

 


